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1分析の目的

筆者は別稿lにおいて、日本経済の特徴を把握するた桝こ1985年の産業

連関表のデータを用いて分析を行った。そこでは以下のことが指摘できる

ことを述べた。

1.日本における国内最終需要と輸出額を比較すると、前者が後者のほ

ぼ6.7倍であった。

2.にもかかわらず、単位あたりの波及効果2は輸出のほうが大きいこ

とが分かった。その倍率は、約1.25倍であった。

3.その中で大きな影響を与えている産業部門は、独立需要ベクトルの

中で大きな構成比を占めている部門であった。それらは、国内最終

需要では建設、商業であり、輸出では輸送機械、電気機械などであっ

た。

4.特に、輸送機械、電気機械は影響力係数の大きい産業でもあるため、

輸出の波及効果を大きくすることに貢献していると考えられた0

5.独立需要ベクトルとして与えられた国内最終需要ベクトルと輸出ベ

クトルは、その後どのようなプロセスを経て各産業に波及していく

のか。これは通常の波及効果分析では示し得ないので、プロセスグ

ラフというツール3を使用した。

1　市橋[5]。

2　単位あたりの波及効果とは、輸入率控除済国内最終需要と輸出のそれぞれの構

成比を独立需要ベクトルとして与えた場合の波及効果のことを指している0
3　プロセスグラフは、筆者も含めた共同研究の形で開発されたものであるので、

その本格的展開は別稿で著す予定である。
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6.それによれば、輸出のほうが波及規模の大きい、かつ波及距肝の

長い図が描かれた。このことは、輸出イソパクトほうが相対的に国

内最終需要よりも「効果的な」波及をもたらすという前段の結論を

裏付けるものでった。

さて、本稿では、 1990年の産業連関表データから日本経済の構造的特

徴の分析を進める。上記の諸特徴と比較することで、 85年から日本経済

はどの程度変化しているのか、あるいは変わっていないのか。また、独立

需要が与えられた場合の波及経路が、どのように関連しあっているのかを

中心に、詳しく見てみたいOその際に、補助的ツールとしてグラフ理論で

使用される隣接行列による演算を用いて、質的特徴把握に利用する.

以下においては、まず90年のデータから国内需要と輸出の構成を抽出

し、それぞれによる波及効果の規模を把握し市橋[5]との比較を簡単に行

ラ.つづいて、隣接行列の演算を援用して投入産出経路の構造を把握し、

それが、レオソチェフ逆行列からの影響力係数とどのような点で異なり、

そのことが何を意味するか考察する。最後に結論的覚え書きをまとめる。

2　構造的特徴の変化

ここで使用するモデルは、輸入が国内需要に比例するように内生化した

レオソチェフ・モデルである。国内需要と輸出需要が与えられたときの、

直接・間接の総産出量は以下の体系となる。

X-[l-(l-m)A]-1[(l-m)Fd+E] (1)

但し、 Xは産出総街ベクトル、 Iは単位行列、 (l-m) Aは輸入率を

除去した投入係数行列、 (卜m) Fdは輸入率を除去した国内最終需要ベ

4　波及距離とは、独立需要ベクトルが与えられたときに一定以上規模の波及がい

つまで続くものであるかを示すものである。これは、後に示す級数展開計算式の

投入係数の累乗項に対応する。
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クトル、 Eは輸出ベクトル、 mは輸入率(国内需要に占める輸入の割合)

による対角行列である。

(1)式は、総産出筋が国内最終需要と輸出とによって与えられる形式を取っ

ている。ここでの国内最終需要がいわゆる内需であり、輸出が外需であ

る5。

さて、 1990年産業連関表から、まずこの内需と外需の額を取り出し、

85年のデ「タと比較してみると表1のようになる6。

表1 :日本の内需と外需(単位:100万円)

外需(B) (A)/(B)

1985 312 ,921 ,325 47 ,544 ,652 6 .74

1990 430 ,548 ,201 47 ,314 ,465 9 .10

驚くべきことに、日本の内需はこの5年間で37.6%もの成長を示して

いるのに対して、外需は逆にマイナス成長であるo周知のように、この時

期日本経済はいわゆるバブル期であったため、それが統計的に反映したも

のと十分考えられる7。ここでは、それが年平均7.5%以上もの内需の成

長率となって現れているわけである。

このために、外需に対する内需の比率は6.7倍から9.1倍に計算上増加

している。すなわち、金額規模そのものから言えばこの5年間で日本経済

は内需を増加させてきたと言えなくはないO　この原因は、まさしくバブル

5　以下においても、内需とは輸入率控除済みの国内最終需要を指し、外需とは輸

出需要のことを指すこととする。

6　歳務庁先行1990年及び1985年F産業連関表』より

7　但し、この時期アメリカ、ヨーロッパなども景気拡大局面ではあった。だが、

同時に円高の進行が拐山積(円絶て)を抑える原因となったのかも知れない。ち

なみに、マクロ経済全体の産出積の成長率はこの5年間で、 28.5% (年平均5.7

%)と計算できる。この時期の日本及びアメリカの景気動向に関して著名なもの

に宮崎[9]がある。
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表2 : 5年間の内需の成長率による産業栢位(単位: %)
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全体　　37. 589920

(単位:百万円)

期の「好況」の反映であったと見ることができる。この時期日本は、いざ

なぎ景気を凌ぐ大型景気の到来であるとの認識を示していfc8

そこで、この「高成長」した内需の内容を32部門別に見たものが表2

である。

この表から明らかなように、対事業所サービスの成長率はこの5年間で

15倍にもなっており、異常値とも言える値となっている。いま、この内

容を連関表の基本分類表(527部門)によって見てみると、情報サービス

業9、土木建設サ-ビス業10などが大きなウエ-トを占めていることが分か

8　宮崎[9]第1草参照。

9　行番号8512-011

10　行番号8519-031。その他にも、その他の対事業所サービス業(8519-099)

の硯が大きいo
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る。これらはいずれもバブル期において成長著しかったであろうと予想が

つく産業である。

表2からはそのほかにも、鉄鋼、建設、パルプ・紙などのいわゆる「重

厚長大型」産業が軒並み高成長率を示していることが分かる。建設業はと

もかくとして、鉄鋼やパルプ・紙などの70年代のリーディソグ産業は意

外にも高成長を保っているのである。日本経済においてこれらの産業は、

今でもなお影響力のある産業として注目しておく必要があるだろうo

さて、このようなバブル期の成長経済は、産業構成において如何なる変

化をもたらしたのであろうか。次に、これを構成比別に見てみると表3の

通りである。

表3では、今度は対照的に極めて安定した構成比を確認することができ

る。若干の変化があるだけで、構成比はこの5年間でほとんど同じままで

ある。若干の変化で指摘できることは、内需において17:建設の構成比が

幾分上昇したこと、外需においては14:輸送機械と13:電気機械の構成比

が逆転したこと、鉄鋼の構成比が低下したこと、などである。つまり、こ

の若干の変化からは、建設産業が日本の国内需要でより重要な位置を占め

るに到ったこと、電気機械産業が輸出のトップ　u-ディソグ産業に躍り

でたこと、などを指摘できる。

その他の点では、ほとんどこの5年間にその構成比において変化は見ら

れていない。むしろ、この構造の安定性のほうが注目すべき特性であるだ

ろう。

主要な特徴は、国内最終需要の構成比では、 17:建設、 20:商業の比重

が大きく、 30:対個人サービス、 22:不動産、 3:食料品が続いており、こ

の上位5業種の順位はこの5年間で不変である.輸出構成では、 13:電気

機械部門、 14:輸送機械のシェアがやはり圧倒的であり、これに続いて

12:一般機械、 23:運輸部門となる上位4業種の順位は変わっていない。

若干の変化は、シェア第5位の業種が9:鉄鋼から6:化学製品になってい

ることである。化学製品は、鉄鋼、商業などの輸出におけるシェアを抜い
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表3 :内需と外需の構成比

需 外 需

19 8 5 19 9 0 98 5 1 99 0

1 農 林 水 産 1. 1 87 4 44 0 0 . 9 60 1 82 7 . 6 69 7 14 0 . 0 9 83 2 72
2 鉱 糞 . 00 2 4 3 10 ←0 .0 0 1 85 4 . 0 3 25 0 62 0 . 0 30 6 9 04

3 食 料 品 . 89 48 9 8 石. 2 9 6 49 3 . 6 】3 0 1 1 1 0 . 5 02 6 0 10

4 線 社 tt s , . 02 8 80 4 4 …1. 78 6 70 0 1 . 3 13 4 23 1 …1. 6 25 9 7 20

5 ′{ ル プ .紙 . 55 0 08 6 8 0 . 60 2 7 7 15 . 6 32 108 9 0 . G9 4 3 3 10

6 化 学 製 品 . 70 18 13 7 0 . 6 63 52 9 0 . 5 65 114 9 5 . 3 7 10 17 0

7 石 油 . 石 炭 . 77 4 65 7 7 0 .5 7 0 30 4 0 . 7 78 4 97 6 0 . 53 9 164 9

8 窯 糞 . 土 石 . 14 5 43 1 7 0 . 1 14 29 5 1 1. 1 64 2 02 4 …1. 0 17 3 52 7
9 鉄 鋼 0. 0 2 17 1 5 ←0. 0 3 15 4 1 . 4 59 6 68 6 3 . 63 2 9 22 8

10 非 鉄 金 属 .0 8 8 86 1 3 わ.0 5 4 97 5 8 1. 12 6 0 29 9 …1. 09 3 3 27 3

日 金 属 製 品 .2 9 73 9 7 3 0 .2 9 1 50 3 8 1. 7 39 5 43 7 …1. 23 4 5 33 6

12 一 般 戟 械 . 5 4 92 7 7 8 3 .8 12 2 15 6 l l. 0 6 6 80 3 …12 .2 12 6 62

13 電 気 機 械 . 2 9 9 10 35 4 .5 0 5 40 9 5 0. 5 7 1 13 3 れ 3 11 85 0

14 輪 送 機 械 . 8 9 25 5 6 3 .0 8 1 33 2 6 4. 5 0 9 16 8 2 3 .3 5 0 55 2

15 指 密 機 械 . 5 10 6 8 00 0 . 5 0 2 1 18 5 .8 3 0 18 7 9 2 .9 0 8 2 90 3

1 6 他 製 造 業 1. 6 8 77 0 0 1 …1. 6 5 73 2 4 3 .0 5 6 8 73 7 3 . 12 11 78 6

17 1圭 設 16. 20 2 8 20 …19 . 12 8 9 0 9 0 … 0

18 電 力 . ガ ス 1. 3 74 7 1 05 …1. 0 6 57 2 6 9 .0 4 5 12 3 8 0 .0 4 3 4 60 2

19 * 漣 .席 電 . 7 60 9 7 56 D . 6 67 3 0 55 .0 0 0 5 72 0 0 .0 0 7 88 7 6
20 商 業 l l. 74 2 4 25 …1 1. 85 6 1 5 6 .2 4 49 7 3 6 4 .3 9 2 04 7 9
2 1 金 融 .保 険 1. 9 10 9 9 76 …1. 9 48 11 39 .5 7 57 5 3 5 0 .9 118 5 6 4

22 不 動 産 . 8 30 8 8 69 3 ▼1 78 4 7 62 . 0 0 17 8 5 6 0 .0 0 8 67 8 1

2 3 遠 .檎 . 7 52 5 02 8 串. 9 4 19 94 1 . 2 4 75 18 5 も.2 3 97 3 8 1

2 4 通 信 .放 i莞 . 9 14 10 18 0 . 7 98 5 80 3 . 0 4 50 3 1 3 0 .0 8 25 9 8 4

2 5 公 務 . 34 2 13 0 3 k . 6 74 5 79 9 0 … 0

2 6 教 育 l 研 究 . 75 167 16 4 . 4 65 150 5 . 0 2 52 4 5 7 0 .0 2 17 5 8 6
2 7 K ォ ・ ォ * . 88 0 33 9 9 6 . 7 3 4 22 8 . 0 0 07 7 6 0 . 0 0 04 4 59
2 8 他 公 共 ト と. . 79 134 8 5 0 . 68 7 9 06 7 . 0 9 38 6 12 0 .0 8 4 12 43

2 9 対 事 ト と. ス . 10 0 82 12 …1. 19 5 192 5 . 6 9 27 9 50 0 . 9 9 30 2 19

3 0 対 佃 * - t λ ll .0 5 82 5 0 …10 .5 15 38 8 . 3 90 7 82 1 0 . 8 4 96 5 13

3 1 事 務 用 品 O 壽 o 0 … 0

3 2 分 類 不 明 0 0 . 00 4 7 8 7 . 0 10 5 35 2 2 . 6 19 9 5 56

汁 10 0 0 0 0 0 10 0

ての結果となっている11。

ここで今、内需と外需を独立需要ベクトルとして(1)式によって計算した

結果が、表4である。この計算は、内需及び外需の構成比を一定にしたま

11基本分類表によると、 化学製品の輸出分野において取り分けてその筋が大きい

業種は、写真感光材料(行番号2073 - Oil)、その他の環式中間物(行番号2032

-029)などである。写真感光材料は、もちろん写真現像関連の産業で使用され

るものであるが、近年この財の大量の需要者は半導体製造会社であると考えられ

る.シリコソ・ウニ-一に集積回路を焼き付けて製造する際にこの写真感光材料

が大量に必要とされるからである。

なお、環式中間物(cyclic compound)とは、環式構造を持つ有機化合物の

中間財のことで、鎖式構造(chain)を有する脂肪族化合物(aliphatic compound)

と対比されるものである。但し、両者は便宜的な分類にすぎない。環式化合物の

例としては、ペソゼソ環を有する芳香族化合物(aromatic compound)がある。
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表4 :内需と外需の逆行列による波及効果結果

1 9 8 5 1 9 9 0

内 需 外 需 内 需 外 需

1 農 林 水 産 .4 9 0 9 6 8 2 …1 . 1 8 4 7 6 0 4 . 0 3 8 0 2 2 6 . 8 4 7 0 0 0 7

2 鉱 業 .4 9 7 9 1 3 1 0 . 7 7 2 0 4 3 7 . 3 7 9 9 8 8 1 . 5 6 5 9 4 6 7

3 食 料 品 l l. 6 9 3 9 8 5 …1. 3 3 3 1 2 8 5 . 9 2 8 3 6 1 7 . 0 3 2 5 0 5 6

4 枚 鮭 製 品 . 6 6 8 8 6 0 4 袖. 13 0 6 6 2 2 . 9 9 9 2 5 8 9 . 9 2 8 4 9 1 4

5 パ ル プ .抵 . 3 1 8 4 7 3 9 3 . 8 2 5 8 2 0 5 . 0 2 2 6 3 3 4 . 6 1 1 6 8 1 9

6 化 学 製 品 . 5 8 0 9 0 0 9 …1 1. 3 6 6 3 3 3 . 8 4 5 8 1 8 7 1 . 3 6 3 6 6 9

7 石 油 . 石 炭 . 19 9 2 3 8 4 お. 19 2 8 1 7 2 . 1 9 9 6 7 2 . 1 4 3 1 1 7 8

8 禁 異 .土 石 .3 1 4 7 5 0 4 2 . 7 6 1 6 3 1 4 . 0 9 3 5 3 8 7 . 4 4 9 1 2 5 1

9 鉄 鋼 .9 9 9 0 1 6 2 2 4 . 5 4 8 1 6 6 . 3 4 1 8 8 3 2 6 . 5 5 1 8 7 8

1 0 非 鉄 金 属 1. 2 6 5 5 2 7 8 祖.9 1 1 1 5 8 9 1 . 2 2 3 1 4 1 6 . 8 8 3 8 0 0 0

l l 食 尽 W K , . 0 8 1 8 4 9 7 4 . 0 8 8 7 6 0 5 . 4 5 3 2 5 9 7 . 8 7 9 8 0 8 1

1 2 - 股 械 捕 . 9 6 2 1 6 4 3 :1 6 . 2 9 7 2 1 2 . 5 5 4 5 0 1 4 1 6 . 5 4 9 7 6 9

1 3 電 気 犠 械 . 5 2 7 3 8 8 5 3 2 . 2 4 8 9 2 0 . 6 8 4 2 1 2 5 3 7 . 0 7 5 5 8 0

1 4 絵 送 構 械 . 2 1 0 2 2 0 8 4 0 . 5 8 0 6 6 0 . 0 6 7 4 2 4 0 3 9 . 6 4 3 0 4 2

1 5 捕 密 機 械 .7 5 8 1 3 2 8 3 . 5 1 7 0 2 7 5 . 7 0 0 6 2 0 0 3 . 5 0 2 8 6 5 4

1 6 他 製 造 業 .2 5 5 9 3 7 8 9 . 8 9 9 7 7 2 1 . 3 4 1 5 1 4 1 1 0 . 6 7 1 0 9 0

1 7 娃 設 17. 7 4 5 4 5 5 …1. 0 2 8 4 7 8 8 0 . 5 8 7 3 7 6 1 . 1 4 2 8 9 6 0

1 8 電 力 . ガ ス . 25 4 9 0 5 4 4 . 4 4 2 0 7 7 7 . 1 9 7 9 7 7 4 3 . 1 5 8 9 9 9 7

1 9 水 道 .尿 素 1. 5 2 2 6 3 5 6 0 . 6 1 6 5 0 7 3 1 . 3 7 2 0 8 5 3 0 . 5 9 2 9 1 9 4

2 0 商 業 17 . 4 3 5 6 7 7 …13 . 8 5 5 5 2 4 1 7 . 7 4 4 4 9 3 …12 . 4 7 7 6 5 1

2 1 金 融 .保 険 . 6 8 6 6 5 1 1 8 . 5 7 3 2 0 7 1 . 6 2 2 9 14 6 5 . 5 6 6 9 3 3 6

2 2 不 動 産 ll. 1 3 0 0 2 5 包.0 5 9 4 5 4 0 l l . 4 1 0 9 1 5 軍. 0 2 7 4 5 8 1

2 3 サ1 .9 2 2 2 7 1 3 ;1 5 . 1 3 2 5 2 8 . 2 8 5 8 4 1 7 …1 4. 2 1 3 3 6 2

2 4 通 信 . 放 送 . 4 1 0 2 7 5 4 …1. 5 2 1 0 2 5 0 . 3 7 7 1 3 8 1 ll . 5 2 2 9 2 3 8

2 5 公 務 . 4 1 7 7 6 6 8 0 . 2 1 8 8 6 2 0 . 7 2 1 5 1 0 5 0 . 1 7 0 1 8 8 5

2 6 教 育 . 研 究 . 4 6 7 6 5 1 0 2 . 2 1 7 0 4 5 8 . 0 4 9 0 3 9 5 5 . 5 7 3 2 2 8 6

2 7 医 療 . 保 健 . 9 3 9 4 0 9 1 0 . 0 7 6 8 8 3 0 . 1 8 7 6 2 6 7 0 . 0 0 1 2 1 9 5

2 8 他 公 共 サ-t 1 . 4 2 1 0 6 1 3 0 . 8 3 2 0 4 5 4 . 9 0 0 0 7 2 0 . 2 9 3 3 3 4 2

2 g 対 事 サーt .ス . 9 2 0 6 5 2 3 も.2 8 0 6 1 6 5 1 0 . 8 3 7 5 3 6 …12 . 0 4 1 0 4 4

3 0 対 偶 サ一t .ス l l. 2 9 6 1 2 7 0 . 4 7 4 0 6 5 4 l l . 0 6 2 2 7 4 …1. 1 6 7 0 2 3 4

3 1 事 務 用 品 .4 3 5 5 6 5 0 D . 4 1 7 7 3 7 7 . 3 9 9 9 7 0 6 0 . 3 9 7 3 4 0 0

3 2 分 不 明 1. 4 3 5 6 0 9 1 a . 1 5 4 0 8 1 9 . 9 6 3 3 7 5 0 3 . 4 9 3 5 7 6 1

一 冊l ■ 卿 fB M IU I I M I E E U U tI

旗 嶺 C E/ F ) 1 . 2 4 8 4 9 3 5 1 . 2 5 3 0 7 9 6
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まで、 1単位の需要が与えられた時の波及効果規模を示すものであるo

表からは、構成比がこの5年間でほぼ同じだっただけではなく、波及効

果においても85年時とほぼ同じ結果が得られることが分かるo日本経済

の技術的生産構造は、この5年間でそれほど大きく変化していないと言う

ことができるわけである12。従って、前稿[5]で指摘した内容は90年にお

いても当てはまることになるo

1.波及効果の最終的な結果は、外需によるイソパクトのほうが大きい0

90年の外需の波及効果は内需の波及効果の約1.25倍で5年前とは

(unit system)12　経済 「構造」の安定性に関しては、

による研究がある。

尾崎[12]の単位構造系
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とんど同じである。

2.産業部門別の波及効果では、構成比の大きな部門が大きな影響を与

えている。内需においては17:建設、 20:商業が、外需においては

14:輸送機械、 13:電気機械がそれぞれ大きな波及をもたらしてい

る。

ここで注目すべきであるのは、外需における構成比においては13:電気

機械がトップになっていたにも関わらず、波及効果においては依然として

14:輸送機械のほうが大きいということである。これは、電気機械と輸送

機械の投入構造とその連関の強さに依存するものであるのだが、これを見

るには波及経路の規模を把握する必要がある。この点は後に述べる。

結局表4は、日本経済においては内需よりもむしろ外需によって効率よ

く波及効果を期待できるという構造が、依然として維持されていることを

示している。

3　波及経路の質的構造

3.1波及経路の有限性

さて、本節では以上で見てきた日本の産業構造の連関状況を把捉してみ

たい。通常、独立需要が与えられたときの直接・間接に必要な産出総額を

求める際にはレオソチェフ逆行列が用いられることは、周知の通りである。

このとき産業の投入及び産出の連関状況を把握するには影響力係数と感応

度係数が使用されるが、その経済的意味付けの明瞭さから影響力係数のほ

うがより重要な指標といえるだろう13。

いま、 90年のデータを用いてレオソチェフ逆行列から求めた影響力係

数を大きさ順に示したものが、表5である。

31:事務用晶の他に、 14:輸送機械、 9:鉄鋼、 13:電気機械、 12:一般

13　感応度係数に意味がないなどと言っているわけでは当然ない。だが、各産業で

ちょうど1単位ずつの需要が発生した時の産出総額であるという指掛よ実用性に

乏しい。
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表5 :影響力係数の順位(1990年)

31事務用品　1.5286386
14　暢達機械　1.4475638
9　鉄　　鍋　1.3968687
13　電気載械　1.1781815
12　-股機械　1.1510150
6　化学製品　1.1487915
5　パルプ・耗1.1473029
4　社社製品　1.1394919
11金属製品　1.1220173
3　食　料　品　1.1070756
16　他製造業　1.1002378
32　分類不明　1.0733753
10　非鉄金属　1.0581214
15　指密銭械　1.0503980
17　姓　　設　1.0450858
8　窯業・土石　0.9799497
23　運　　輪　0.9621194
2　鉱　　業　0.9464991
29　対事トt'ス　0.9398846
27　医療・保健0.9391679
1農林水産　0.9008802

30　対偶サーt'1 0.8838036
28　他公共トヒ・0.8561975
19　水道・虎薫　0.8144312
25　公　　務　0.8125937
18　電力・ガス　0.8102041
20　両　　業　0.7912832
21金融・保険　0.7876179
24　通信・Bl送　0.7641586
26　教育・研究0.7601001
7　石油・石炭0.6869996
22不動産0.6699427

機械などの産業の値が大きいことなどから、これらの産業から他産業への

投入が相対的に大きいと分かる14。

この影響力係数は、自産業及び他産業への投入の大きさを示すものであ

るから、当然投入先の数を示すものではない。すなわち、レオソチェフ逆

行列は究極的波及効果の大きさのみを求めるものであって、連関先の数

(取引産業数の大小)や波及の経路数を示すものではない。そこで、それ

らのものを求めるには逆行列とは違った方法によって行う必要があり、通

常それは逆行列を級数展開することによって求められる。先の(1状をもと

にしてそれを表せば、

14　影響力係数の上位産業は、この5年間で変化が見られる。 85年時と比べて上位

5位に入っているのは事務用晶と鉄鋼である。市橋[5]参照。
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X-(l+六十Å2+Å'+...)[(トm)Fd+E] 2

但し、 Å- (トーm) Aである。

右辺第-括弧の中が波及プロセスを示していることになる15。すなわち、 I

瓦は需要-単位に対しての直接投入を示し、その需要(投入)を受けて行

う第2ステップの投入がÅ2であり、その投入を受けて行う約3ステップ

での投入がÅ3であり、 -という具合に無限に波及が続くことを表してい

m

ところで、この日的とすべきステップ次数であるが、実証上必ずしも高

次のステップを必要としないことが分かっている。実用上は3-5次のス

テップで、全波及効果のほとんどを説明できることが分かっているのであ

る16。

90年の全国連関表の場合、投入係数行列の級数展開に対応する逐次計

算を行い、その結果が逆行列の計算値のどれぐらいの割合になるかを示す

と、表6のようになる。ただし、表の値は全産業の平均値であるo

この裏から明らかなように、波及効果は有限の、しかもかなり低次の逐

表6 :投入係数行列の逐次計算の結果と逆行列値との比較(単位: %)

逐次計算値/逆行列伍

l ft 34 . 1

2 次 6 3 .6

3 ft 8 1 .0

4 次 9 0 .3

5 次 9 5 .1

15　この累乗は、 実際の1回1回の取引回数に対応するという意味で

という言葉を用いる。

16　例えば、池田[6]。

「ステップ」
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次計算によって逆行列に収束することが分かる17。

3.2　波及経路行列

さて、上記の(2)式を使用すれば、波及経路の数を示すことが可能となる。

いま、もとの投入係数表元の値が例えば0.01より大きいもののみを取り

出して、隣接行列(adjacency matrix)18Wを作成する。すなわち、

W- [wii]

-::二
(a>>0.01)

(aj≦0.01)

i, -1,2,…,∩

とする。この隣接行列は、当該産業間で一定水準以上の取引の有無を記述

するものとなり、要素wuが1となっている部門数を数えれば取引産業数、

すなわち波及経路数を把握することが可能となる。

そして、グラフ理論の定理19を援用すれば、隣接行列Wの累乗計算は

各累乗(各ステップ)に対応する当該産業間の波及経路総数(取引総回数)

を示すものとなるのなるのである。

いま、この隣接行列による5乗までの経路総数を求め、三角行列化した

ものを波及経路行列と呼ぼう。それが表7である。

17　同様の結果は、 85年のデータからも導かれる。更に、このことは全国データ

だけではなく、地方の連関表によっても得られる。

我々の実験では、 85年の広島県、高知県、徳島県、愛媛県、広島市の各デー

タ(移輸入率を除去したもの)において、 3次ステップで9割以上逆行列に収束

することが分かった。地方のデータでは全国よりも早く逆行列に収束する原因は

自給率に関連しているO域内需要を域外から調達せざるを得ない地域(自給率が

低い地域)ほど、逆行列に早く収束するのである。域内での波及継続性があまり

保証されず、中断しやすいためである。

機会があれば.'この結果はいずれ別稲で示す。

18　隣接行列の考え方は、グラフ理論によるものを参考にしている。例えば、

Clark and Holton[1]、木村・大鼓[8]、野崎[10]、石畑[7]などを参照。

19　この定理の証明についてはAppendixAを参照。
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この表の結果から、総数1,454,686の経路が存在することが分かる20。

表の最下行の計は各部門の投入経路総数を表し、最右列の計は各部門の産

出経路総数を示す。行列の各要素は当該部門間の取引総数を表す。例えば、

表7の14:輸送機械の投入を見てみると、 29:対事業所サービスとの値が

7133となっている。これは、 5次ステップまでで14:輸送機械と29:対

事業所サ-ビスとの間に、直接間接に7133回の取引が存在したことを意

味しているのである21。他の各要素も全て同じ意味で解釈できる。

なお、産出経路総数(行和)によれば、いわゆるサービス、金融、エネ

ルギ-関連部門の値が相対的に大きいことが特徴となっている。これは、

いわゆる基礎財産業の特徴である22。内需において大きなシェアを有して

いる20:商業などは、 141,821本もの産出経路を示している。

次に、投入構造の特徴を見るために、麦7における投入経路数(列和)

の順序と、先の影響力係数表5とを比較したものが、表8である。表にお

いて、同じ部門どうLは実線で結んである。

この裏の意味は次のようなものである。表左側の投入係数総数は当該部

門の取引総数を示し、右側の影響力係数はその取引績の規模を示している。

よって、この裏における当該部門どうしの実線が右上がりであるならば、

取引回数がそれほど多くないにも関わらず1回ずつの取引額が大きいこと

を表す.逆に、実線が右下がりであるならば、取引総額はそれほど大きく

ないものの取引回数及び相手が多いことを表しているのである。

例えば、 9:鉄鋼は投入経路数で言えば下から4番目に位置しているに

も関わらず、影響力係数は3位であることから、取引経路当たりの規模が

大きいことが分かる。また、 15:精密機械は影響力係数では中位であるが、

20　なお、全ての産業部Plで取引があるならば5次ステップまでの経路総数は、 322
+323+324+32s+326- 1,108,378,624通りとなるから、表における取引経路
数はその0.13!ほどである。

21念のために言えば、間接取引とは、輸送機械部門から発生した各部門との取引
を通じて最終的に対事業所サービスにたどり着く取引のことである0

22　40年ほど前からこのような特徴が指摘されている。例えば、 Simpson and
Tsukui[13]を参照。ここでは、アメリカ、日本、ノルウェー、イタリア、スペ
イソの産業構造の類似性及びエネルギー、サービス関連産業のブロック化につい
て述べられている。
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表7 :波及経路行列(5次ステップまで)その1
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表7 :波及経路行列(5次ステップまで)その2
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表8 :投入経路数と影響力係数の順位比較

5乗までの投入経路絵放
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経路総数が多いことから他産業との小規模の取引が多いことを知ることが

(3&ォ

外需において大きなシェアを占めている13:電気機械や14:輸送機械は、

影響力係数の大きな産業として位匿しているが、同時に投入経路総数にお

いても上位にある。特に、輸送機械は上位5位に位置しており、電気機械

と比較して投入経路が多いことが分かる。この投入経路の多さが、輸送機

械の波及効果の強さの特徴なのである。第2節で見たように、電気機械は

この5年間で外需における構成比を伸ばしているにも関わらず、逆行列に

よる波及効果では相変わらず輸送機械のほうが大きかった。この原田は、

麦7に見るように輸送機械の波及経路の多さにあるのである。

とりわけ、輸送機械は29:対事サービス、 23:運輸、 21:金融・保険な



62 波及経路行列による産業構造分析

どとの取り引き回数が多い。本論で掲載していないが、レオソチェフ逆行

列表による計算結果では、輸送機械の波及が大きいのは、自部門の他に

9:鉄鋼、 13:電気機械、 20:商業などである。このことは次のことを示し

ている.鉄鋼、電気機械、商業などの産業と輸送機械は取り引き回数が少

ないものの、 1回当たりの取り引き額が大きい。逆に、対事サービス、運

輸、金融・保険などとは1回当たりの取り引き積は少ないものの、多数回

の取り引きを直接・間接に行っているわけである。

このように、波及経路行列は逆行列表とはまた違った産業連関の特質を

浮き彫りにしていることが分かる。むしろ、逆行列表によっては把握し得

ない連関構造の質的な特質(ここでは波及経路数)を側面から補完する役

割を果たし得ることが分かるのである。

4　結論的覚え書き

本稿では次の諸点の結論を得た。

第一に、 85年と90年の5年の間に日本経済の内需と外需がどのように

変化しているのかを見た。バブル期の反映もあって、内需の成長率は極め

て高いことが分かったが、その構成比は内需も外需もこの5年間では大き

な変化を遂げていないことが明かとなった。

第二に、従って、内需と外需をそれぞれ独立需要ベクトルとして与えた

ときに必要となる直接・間接の総産出量を生み出す波及効果も、 5年前の

データとほぼ同じ結果になった。すなわち、日本経済は90年現在におい

ても、外需による波及効果のほうが約1.25倍ほど大きいいわば「外需依

存」構造を有している、ということである。

第三に、その波及効果の経路・プロセスはレオソチェフ逆行列では把握

しきれない。我々は、グラフ理論の定理を援用して計算し、一定水準以上

の波及効果を有する経路数把握した。これにより、 1ステップ当たりの投

入が大きくないものの投入経路が多い諸産業、逆に投入経路が少ないもの

の1ステップ当たりの投入規模が大きいた桝こ逆行列値及び影響力係数が
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大きくなっている諸産業などの存在が明らかとなった。これらは逆行列に

よって計算される影響力係数などでは把握しきれない特徴であった。

以上本稿では、連関表による従来の童的効果の把握にとどまらず、波及

経路の数という質的構造を示すことにより、日本経済の構造連関を多角的

に捉える一つの方法を試みた。

この質的構造の把握というのは、産業連関分析史上においては既に

1965年のYan and Ames[15]以来様々な形で行われてきているが、近年

特にグラフ理論やネットワーク理論との関連で再び注目されつつある分野

である230但し、本稿で行ったような隣接行列の演算による波及経路数の

把握は、いまだ試みられてはいない。

(追記)

本稿作成に当たっては、高知大学助教授飯國芳明氏及び池田啓実氏から

助言を得た。記して感謝したい。無論、本稿における誤謬は筆者一人の責

任に帰する。

平成7年8月25日　脱稿

23　Olsen [11]、 Defourny and Thorbecke [2 ]、 Holub and Schnabl [4 ]、

Slater [14]などを参照。
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Appendix

A　隣接行列の累乗に関する定理について

ここで証明すべきグラフ理論の定理は以下のものである。

定理:A.I n個の頂点at, a2, -, a3をもつあるグラフGの隣接行列

W-[wB]において、通常の行列積でt乗Wtを作りその第ij成分をwa[t]

とすると、任意の整数t ≧0に対して次のことが成立する。

Wij[t]- (aからaiに到達する長さtの経路の総数)

(証明)

まず、 t-1の場合には、隣接行列の定義から明かである。長さ1の経

路とは、部門iとjとの間に有向辺があるかどうか(投入係数行列の場合

取引があるかどうか)である。

t ≧2の場合。 aiからaiに到達する長さtの経路の総数は、

(a.からakに到達する長さt-1の経路の総数) × (a.からajに到達す

る長さ1の経路の総数)

である。但し、 akはajの一つ手前の頂点。数学的帰納法によりはじめの

項はW止[t-1]に等しいので、結局、 Wtの第ij成分は、

N

W,iCt]- ∑　wfkCt-1]#Wk)
k=1

となる。これは、 aiからajに到達する長さtの経路の総数を示す式に他

ならない。
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